
　　　　　　　主　　　文

一　原告が、被告の従業員たる地位を有することを確認する。
二　被告は原告に対し、昭和四八年二月二六日以降原告が被告の従業員として復職
するに至るまで、毎月二五日限り一か月金六六、三〇〇円の割合による金員を支払
え。
三　原告のその余の請求を棄却する。
四　訴訟費用は被告の負担とする。
五　この判決の第二項は仮に執行することができる。

　　　　　　　事　　　実

第一　当事者の求める裁判
（原告）
「一　原告が被告の従業員たる地位を有することを確認する。
二　被告は原告に対し、昭和四七年一一月九日以降原告が被告の従業員として復職
するに至るまで、毎月二五日限り一か月金六六、三〇〇円の割合による金員を支払
え。三、訴訟費用は被告の負担とする。」との判決ならびに第二項につき仮執行の
宣言。
（被告）
「一　原告の請求をいずれも棄却する。二　訴訟費用は原告の負担とする。」との
判決。
第二　当事者の主張
（請求原因）
一　被告はポリエチレンその他の化学製品等の製造販売を業とし、川崎市＜以下略
＞に川崎工業所を有する株式会社であり、原告は昭和四五年九月一一日被告会社に
雇傭され、右川崎工業所施設部計動課所属の従業員であつた者である。
二　被告会社は、昭和四八年二月七日付同月九日到達の書面をもつて、被告会社の
社員就業規則（以下、規則という。）二三条二号の「病気以外の理由によつて欠勤
が引き続き六〇日に及んだ場合には解職する。」旨の規定を適用して、原告に対
し、解職する旨の意思表示（以下、本件解雇という。）をし、同月八日以降原告を
従業員として扱わず、同月二六日以降原告が就労を求めたのに、被告会社は原告の
労務提供を受領しない。
三　本件解雇当時原告が被告会社から支給されていた賃金は一か月金六六、三〇〇
円（基準賃金五六、三〇〇円、住宅手当金一〇、〇〇〇円の合計額）であり、当月
一日から月末までの一か月分を当月二五日に支払う約であつた。
四　しかしながら本件解雇は無効であり、原告は依然として被告会社の従業員たる
地位を有するから、原告は被告に対し、その地位を有することの確認と、昭和四七
年一一月九日以降原告が被告の従業員として復職するまで毎月二五日限り一か月金
六六、三〇〇円の割合による賃金の支払いを求める。
（請求原因に対する認否）
　請求原因一ないし三の事実は認める。同四の主張を争う。
（抗弁）
　被告が原告を解雇した理由は次のとおりである。
一　労働契約は労働者が継続的に瑕疵のない労務を提供し、これに対して使用者が
賃金を支払うことを内容とする継続的双務契約であるから、使用者の責に帰すこと
のできない事由により、長期間継続的に労務の提供が途絶えた場合、使用者はそれ
によつて生ずる人員配置及び企業運営上の支障を甘受しなければならない理由はな
く、ことに労働者の責に帰すべき事由があるときは、雇用関係存続の基礎たる信頼
関係が失われ、かような場合、基本的には、使用者は労働契約を解除し、将来に向
つて労働契約上の拘束から免れることができるものといわなければならない。規則
二三条二号の「病気以外の理由よつて欠勤が引き続き六〇日に及んだ場合には解職
する。」旨の規定はかかる趣旨を明記したものであつて、原告が被告会社と労働契
約を締結する際、別段の意思表示をした事実はないから、右規定の内容は労働契約
の内容となつている。
　ところで、原告は昭和四七年一一月九日から欠勤し、同四八年二月七日まで暦日
通算で九一日間（被告は八九日と主張するが、明白な計算違いである。）、引き続
いて出勤しなかつた。この間昭和四七年一一月一四日原告代理人ａ名儀の「休暇



届」が提出され、これにより原告は同月八日横浜市において米軍Ｍ四八型戦車輸送
阻止闘争に参加して逮捕され、勾留が継続しているため欠勤していることが判明し
た。これによれば、原告の欠勤は、右規則二三条二号の「病気以外の理由によつて
欠勤が引き続き六〇日に及んだ場合」に該当し、原告の責に帰すべき事由に基づく
ものであるので、被告は右規定を適用して原告を解職（解雇）したものである。
　およそ期間の計算にいつては、長期欠勤の場合に限らず、特別の規定のない限
り、暦日通算とする確立した慣行が被告会社に存在するのであり、右期間の計算も
この慣行に従つたものであり、規則上も、五日、三日等比較的短期の休暇について
注意的な規定を置く外は、原則として定公休日及び特別休日を休暇日数に通算する
旨規定（七〇条）している。また、労働基準法の解釈としても、三〇日の解雇制限
（一九条）、解雇予告期間（二〇条）等、日をもつて定められた期間の計算は要出
勤合算ではなく暦日通算である。もつとも原告は当時年次有給休暇を四日間保有し
ていたから、これを控除しても八七日間にわたり引き続き欠勤したものであり、ま
た仮に要出勤日計算に従い、これを合算しても六〇日になる。
二　さらに、被告は本件解雇当に当り、特に次のような事情を考慮した。
１　原告は昭和四五年八月二〇日被告会社の新聞広告により社員募集に応募し面接
試験を受けたが、その際原告が提出した履歴書、身上書、入社志望者調書には、原
告は同四三年三月神奈川県立平塚工業高等学校を卒業した後、同四五年七月まで家
事手伝に従事し、同月から翌八月までの一か月間いすず自動車株式会社に勤務して
いた旨の記載があり、面接における質問に対しても同様の申述を行い、右家事手伝
とは家業の食堂を手伝つていたもので月額二万円の収入を得ていた旨付け加えた。
ところが、原告の真実の経歴は、同四三年四月藤沢市＜以下略＞所在の中川電機株
式会社藤沢工場に雇傭され、同四四年八月二六日退職し、さらに同年一二月一五日
川崎市＜以下略＞所在の旭硝子株式会社川崎工場に試採用となつたが、同四五年三
月二〇日飲酒のうえ同僚に暴行を加えたため本採用を拒否され事実上解雇されたと
いうものであり、原告は右事実を秘匿し、右の同四三年四月から同四五年三月まで
の間は前記のとおり家事手伝に従事していた旨虚像の経歴を申告した。かかる原告
の経歴詐称は被告会社に対する重大な不信行為であり、継続的関係である雇用関係
存続の基礎たる信頼関係を損うものである。
２　原告の日常勤務は極めて悪く、特にその勤怠状況は、次表のとおりであつて、
原告所属の計動所属の計動課員約四〇名中最悪であつた。
〈１８８８３－００１〉
　即ち、昭和四六年度についてみるに、右欠勤日数は対象期間中在籍した計動課員
三八名中、病気または負傷により長期入院した者二名を除き、ｂに次いで二番目に
多く、右遅刻、早退は右三八名中飛び抜けて多い（原告を除き遅刻が最も多い者で
四回、早退が最も多い者で三回である。）また、同四七年度についてみるに、欠勤
日数中には本件逮捕勾留による三五日を含むが、これを除く三五によつても、対象
期間中在籍した同課員四三名中、最も多く、右遅刻、早退も右四三名中飛び抜けて
多い。そして、右のごとき勤怠につき、原告に対し上司から最三改めるよう注意し
たにも拘らず全く改善がなく、さらに、原告の作業（オリジナルの図面をトレース
しまたは転写して図画の整理を行うこと）態度は業務不熱心で、ぼんやり窓の外を
ながめたり、居眠りして上司に注意される状況であり、作業量も同じ業務をなして
いた唯一の同僚に比べて半分以下であった。
（抗弁に対する認否及び主張）
一　抗弁一の事実中、規則二三条二号に「病気以外の理由によつて欠勤が引き続き
六〇日に及んだ場合には解職する。」旨の規定が存在すること、原告は昭和四七年
一一月八日米軍Ｍ四八型戦車輸送阻止闘争に参加して、逮捕勾留され、被告の主張
する期間会社に出勤しなかつたこと及び同二の２の事実中、原告の勤怠状況におけ
る要出勤日、欠勤日数（内訳日数を含む）、遅刻回数及び早退回数の事実関係は認
め、同１の経歴詐称の事実は不知、その余の抗弁事実は否認する。
二　原告の欠勤は、規則二三条二号に該当しない。
１　原告の欠勤は、次のようなものであつた。即ち、原告は昭和四七年一一月八日
午後一一時頃、横浜市＜以下略＞先国道一六号線路上における、米軍相模原補給し
ようから横浜港ノースピアへ搬送される米軍Ｍ四八型戦車の輸送阻止闘争に参加
し、その場で逮捕された後引き続き勾留され、同月三〇日往来妨害罪により起訴さ
れ、同四八年二月九日保釈許可決定を得、同月二二日釈放されたが、右逮捕勾留に
より被告会社に出勤することができなかつた同四七年一一月九日から本件解雇がな
された同四八年二月七日までの九一日間のうち要出勤日は、原告が当時保有してい



た年次有給休暇四日、規則六五条一号の定休日（日曜日）一二日、同二号の公休日
（国民の祝日、年末年始、会社創立記念日等）八日、同三号の特別休日（隔週土曜
日）七日を差し引いた六〇日であるから、原告の本件欠勤日数は六〇日である。
２　かように、原告の欠勤は、逮捕勾留を受けたことによるものであるから、規則
二三条二号にいう「病気以外の理由による欠勤」には該当しないというべきであ
る。けだし、同号は、病気による欠勤を除外しているが、これは病気を唯一の除外
例とした趣旨ではなく、同号に規定された「病気」とは、出勤する意思があるにも
拘らずやむをえない客観的障害によつて出勤できない場合の最も代表的な例示とし
て掲げられたものと解するのが相当であるところ、原告は右逮捕勾留後も被告会社
へ出勤する意思を有し、その旨の通知を被告会社に対してなしており、他方、右逮
捕勾留は原告の出勤の意思または努力によつて左右することのできない公権力行使
による客観的障害であるから、原告の本件欠勤は病気を理由とする欠勤と同視すべ
きものであるからである。
３　犯罪行為を理由とする解雇については、同条三号が「禁錮以上の刑が確定した
場合には解職する。」旨規定しているのであるから、犯罪行為の場合は、刑の確定
を持つて同号を適用することが予定されているとみるべきであつて、同条二号によ
り、単なる逮捕勾留の段階でこれを理由として解敬することは考えられていないと
いうべきである。
４　もし右のように解さないと、原告が規則二三条二号により解雇されるかどうか
は、専ら、裁判所が原告を勾留するかどうか、勾留後六〇日以内に保釈するかどう
か、原告が保釈保証金を納付することができるかどうかなど単なる外部的事情によ
つて左右されるという不当な結果をもたらすことになる。
三　仮に原告の欠勤が、形式上、規則二三条二号に該当するとしても、次の理由に
より、被告の主張は失当である。
１　原告の本件欠勤は以下に述べるとおり、原告の責に帰すべき事由に基づかない
ものである。
　即ち、原告の本件勾留の理由は刑事訴訟法六〇条一ないし三号に該当する事由が
あるというものであつたが、原告には妻があり定まつた住居を有したこと、現行犯
逮捕であり犯行の目撃者は警察官であつて罪証穏滅の虞れは全くなかつたこと及び
集団的公安事件の被疑者の逃亡は常識に反することを考慮すれば、原告が右各号に
該当しなかつたことは明らかで、本件勾留は理由のない違法なものであつたが、さ
らに、原告がなした右勾留の取消請求に対し、担当裁判官は事件が集団による組織
的犯行だから取消せば罪証穏滅の虞れがあるとの一事をもつて昭和四七年一二月二
八日これを却下し、その後原告の弁護人が請求した保釈許可申請について、本件解
雇の意思表示が原告に到達した日である昭和四八年二月九日に至りようやく許可決
定がなされ、検察官による準抗告申立、保釈保証金の納付方法についての裁判官と
の折衝を経て同月二二日釈放されたのであつて、右の事実によれば、原告の本件欠
勤は違法な勾留に基づくものであり、また、右勾留自体、原告の意思によらない客
観的障害であり、原告は前記のとおり、本件勾留から解放されて出勤しようと努力
を重ねていたのであつて、これを要するに、原告の右勾留による欠勤は、原告の責
に帰すべき事由に基づかないものであつて、結局、本件解雇の理由とするに足りな
いものというべきである。
２　規則二三条二号を適用して解雇するには、解釈上当然にひとつの制約が含まれ
ている。前述のとおり、同条三号は、解雇事由として「禁錮以上の刑が確定したと
き」と定めているが、確定した刑が破廉恥罪によるものではなく、執行猶予が付さ
れており、それが会社の対外的信用及び職場秩序に対し悪影響を及ぼさないような
場合には、単に同号を形式的に適用して解雇することはできないと解すべきである
が、これとの権衡上、同条二号の場合も同様に解すべきものである。
　前記二の１のとおり、原告の本件犯罪行為は戦車輸送阻止闘争に際しての往来妨
害行為であつて、いわゆる破廉恥罪ではなく、右犯罪の嫌疑による原告の逮捕勾留
及び起訴または逮捕勾留に基づく六〇日間の欠勤により、被告会社の対外的信用及
び職場秩序が侵害され、悪影響を受けたとはいえないから、単純に同号を適用して
原告を解雇することはできないのである。
３　被告会社は本件解雇に当り、原告のいわゆる経歴詐称の事実を特に考慮した旨
主張するが、本件のごとき原告の債務不履行を理由とする通常解雇については、右
の経歴詐称という企業秩序上の問題をもつて、その理由を補強し、解雇を正当なら
しめることはできない。
　また、原告の欠勤、遅刻、早退が多いのは、原告が病気勝ちで通院等の必要があ



つたからであつて、上司の許可も得ているのであり、それが直ちに原告の勤怠状況
を示すものではない。
（再抗弁）
　被告会社は、昭和四五年春川崎工業所に新設されたポリエチレンを調合して製品
にする装置であるホツト・コンパウンド一号機が、現場労働者の労働強化に反対す
る闘争で半年間も運転できなかつたこと、また、同年の春闘で数年来絶えてなかつ
た製造部門のストライキが決行されたことなどに直面するや、現場若手労働者の中
の活動家に対し、解雇、配転、賃金差別等不利益処分をなすなど攻勢に転じ、まず
同年七月川崎工業所の機構改革に藉口して工業所従業員の四分の一が管理職となる
ような職制を作り、この管理職に対して研修を施し、その中で活動家に対する中傷
を行う一方、組合執行委員級の活動家三名の配転を強行した。翌四六年春頃から
は、そのころ建設が始つたＪＰ－五装置問題に絡んで、被告会社の若手活動家に対
する態度は露骨な不当労働行為の様相を呈するようになつたが、このＪＰ－五装置
は米国ユニオン・カーバイト・ケミカル社との技術提携により、設備過剰に悩むポ
リエチレン業界において、徹底的に設備を簡略化し労働強化を強いることにより、
低品質低価格のポリエチレンを大量に生産して製品のコストダウンを図り、ポリエ
チレン業界の過当競争に耐えようとする被告会社の意図のもとに、社運をかけると
いう触れ込みで建設されたもので、同装置建設は労働強化につながるため現場労働
者の抵抗を受けることは必至であつたが、被告会社はこれに備えて、社長名の文書
により企業経営方針に反する行動に対しては毅然たる態度をもつて臨む旨述べる一
方、同年六月二二日現場活動家であつたｃ氏を、大学中退を高卒と偽つたという理
由で解雇し、この解雇事件に対する抗議が高まると工業所へガードマンを導入し、
さらに組合青年婦人部の活動家であつたｄ氏を片眼を失つたという理由で配置転換
し同氏がこれに従わないとして同四七年二月一四日解雇する等の挙に出た。また、
組合活動家に対する賃金の不利益取扱は同四六年春の昇給から始まり同四七年春の
昇給では一般化した。このような状況の中で、原告は同四五年七月の配転事件にお
いて原告所属の計動課に配転命令を受けた者がいたところから右撤回闘争に参加し
たのを始め、前記ｃ氏解雇事件では同氏を守る会の世話人を勤め、さらに、組合青
年婦人部の幹部をなし、現場活動家として被告会社から注目され、右ｃ事件や組合
大会における言動について上司から注意されたりした。
　したがつて、本件解雇は、被告会社の若手現場活動家を排除しようとする前記昭
和四五年春に始まり同四六年春以降露骨になつた労務政策の一環としてなされたこ
とは明らかで、原告を排除する意図の下に、規則二三条二号に規定する欠勤六〇日
目を待つて右規定を形式的に適用し、企業秩序上好ましくない人物たる原告を被告
会社から排除したものであつて、本件解雇は不当労働行為というべきであり、無効
である。
　また、前述したように、本件解雇は原告の思想信条に関する理由なき差別に基づ
く不利益取扱いであるから、無効である。
（再抗弁に対する認否）
　争う。
第三　証拠（省略）

　　　　　　　理　　　由

一　請求原因一ないし三の事実、規則二三条二号の「病気以外の理由によつて欠勤
が引き続き六〇日に及んだ場合には解職する。」旨の規定が存在すること及び原告
が昭和四七年一一月八日横浜市において米軍Ｍ四八型戦車輸送阻止闘争に参加し逮
捕、勾留されたため、翌九日から昭和四八年二月七日まで出勤しなかつたことは当
事者間に争いがない。
二　被告は、原告の右欠勤が、規則二三条二号の規定する「病気以外の理由によつ
て欠勤が引き続き六〇日に及んだ場合」に該当すると主張するので、以下検討す
る。なお、成立に争いがない乙第四号証及び証人ｅの証言によれば、被告会社の就
業規則の定めは、原被告間の労働契約の内容をなすべきものと認められ、これに反
する証拠はない。
１　規則二三条二号が「欠勤が引き続き六〇日に及んだ」というときの六〇日の中
には、休日（規則六五条。以下、規則の内容は、すべて右乙第四号証による。）、
休暇（同六八条）などを加えて計算することができるか。右規定は、労務の不提供
が継続して長期間に及んだ場合は、企業としてもその労働者から組織体として必要



な労働力を期待することができないため、解雇するという趣旨のものであると解さ
れる。欠勤とは、出勤しないことであるが、右規定を、出勤がない状態が引き続き
六〇日に及んだ場合と読めば、休日、休暇にも出勤がないものであるから、これら
を含めて暦日通算により期間を計算することになる。しかし、休日、休暇に出勤が
ない状態を捉えて労務の不提供を云為するのは筋でないし、この論に対しては、
「右六〇日の中に含まれる休日、休暇を除いても、解雇に値する長期間になるか
ら、六〇日と定めたのである。したがつて、休日、休暇における労務の不提供を問
題とするのではない。」との反論があるかも知れない。しかし、休日は年間の時期
ににより異なるし、休暇も人のより相違があるから、これらを差引いた要出勤日に
も差が生ずるのを免れず、それにも拘らず、一律に右六〇日で解雇されるのは、不
都合であるといわなければならない。以上の諸点、欠勤とは通常要出勤日に出勤し
ないことを意味すること及び規則二三条二号が日をもつて期間を定めていること等
を勘案すれば、右六〇日は、要出勤日によつて計算すべきものと解するのが相当で
ある。規則一八条は、社員に休職を命ずる場合として「業務上の傷病によつて欠勤
が引き続き六ケ月をこえるに至つた場合」などと規定しているが、当面の問題と趣
を異にすることは、おのずから明らかである。
　証人ｅの証言によれば、被告会社においては期間の計算は暦日通算によるとの慣
行が存在するというのであり、同証人は、その期間の例として、解職制限の場合の
三〇日間（規則二四条）、退職手続の場合の三〇日以前（同二六条）、転勤の場合
の五日以内（同二八条）、懲戒としての出勤停止の一〇日以内（同四二条）等を挙
げるけれども、いずれも本件の場合と性質を異にし、前記結論を左右するに足りな
い。却つて、規則六〇条には「社員は、欠勤が引き続き七日以上に達した場合に
は、医師の診断書または事故理由書を提出しなければならない」とあるが、右証言
によれば、従来同条は暦日通算により運用してきたが、昭和四九年初めから要出勤
日計算に改めたというのであつて、このことは前記判断を裏付けるに足りるもので
ある。
　原告が昭和四七年一一月九日から同四八年二月七日まで引き続き暦日通算によれ
ば九一日間出勤しなかつたこと、これを要出勤日により計算すれば六〇日に達する
ことは、当事者間に争いがない。原告は、規則二三条二項の「欠勤が引き続き六〇
日に及んだ場合」に該当するというべきである。
２　原告の逮捕勾留による欠勤が「病気以外の理由による欠勤」に当るか。病気欠
勤もやはり欠勤である（規則五九条）。しかし、解雇の要件を定めた同二三条一号
は、欠勤の中から病気欠勤を除外している。思うにこれは人道上の見地に立つもの
であつて、当然である。一方、規則は、次のとおり、欠勤の理由いかんによつて
は、欠勤として取り扱わない場合を定めている。
第六二条（遅刻、早退、欠勤の特例）
　会社は次の各号の一に該当する場合には、その所要時間に限り、遅刻、早退また
は欠勤として取り扱わない。
１　国もしくはその他地方自治体、公共団体の公務を執行する場合。
２　官公庁から公のため命ぜられて出頭する場合。ただし、本人の不正行為に起因
する場合はこの限りでない。
３　選挙権その他公民としての権利を行使する場合。
４　災害その他避けることのできない事故に起因する場合。
５　法令により交通を遮断された場合。
６　伝染病予防のため就業禁止を命ぜられた場合。ただし、本人が伝染病にかかつ
た場合はこの限りでない。
７　その他前各号に準ずる程度の理由がある場合。
　右規定は、要するに、公けの義務に従うべき場合、公けの権利を行使する場合あ
るいは災害、交通遮断など客観的にやむをえない場合を掲げているのであつて、欠
勤が個人的な事由に起因するような場合は含まれていないのである。
　原告の逮捕勾留が右規則六二条二号、七号その他の各号に該当しないことは明ら
かである。ことに、原告が昭和四七年二月八日横浜市において米軍Ｍ四八型戦車輸
送阻止闘争に参加して逮捕勾留されたことは、当事者間に争いがなく、原告の逮捕
勾留は、原告自身の行為に由来するものなのであるから、右六二条各号に該当しな
いことはなおさらである。原告は、その逮捕勾留による欠勤は、規則二三条二号に
いう病気と同視すべきであると主張し、同号にいう「病気」とは、労働者に出勤す
る意思があるにも拘らず、やむをえない客観的障害によつて出勤することができな
い場合の最も典型的な例示であるというが、同号が病気欠勤を除外した趣旨から考



えて到底首肯することができない。また、規則二三条三号が「禁錮以上の刑が確定
した場合」を解雇理由に挙げているからといつて、犯罪行為に関する事由は、右以
外の場合には一切解雇理由とはしない趣旨とは認められない。二号は継続した欠勤
日数を問題とするのであり、三号は刑の確定を問題とするのであつて、両者それぞ
れ観点を異にするのである。また原告は、逮捕勾留の場合を除外しないと、解雇が
裁判所の勾留、保釈等の措置によつて左右されることになつて不当であるという。
しかし、勾留、保釈等は、いうまでもなく刑事司法の作用として刑事訴訟に則つて
なされるものである。したがつて一般的にいえば、右刑事司法の作用によつて生じ
た結果は、関係人においてこれを受容すべきものであるが、原告の逮捕勾留は、被
告にとつては、自己の何ら関知しない事由に基づくものであるのに対し、原告にと
つては、まさに自己の行為が原因となつて、それが犯罪の疑いがあるとして逮捕勾
留されるに至つたのであるから、かかる事情のもとにおいては、右逮捕勾留による
欠勤から生ずる不利益は、原告に帰せられるのが当然であり、規則二三条二号の趣
旨に合致するものということができる。裁判所がする勾留の有無、保釈の許否によ
り欠勤の長短が左右されることは、右二号の該当の有無を論ずる限りでは、むしろ
当然である。原告の欠勤は、病気以外の理由による欠勤に当るというべきである。
三　右に述べたとおり、原告の欠勤は規則二三条二号の「病気以外の理由により欠
勤が引き続き六〇日に及んだ場合」に該当するのであるが、被告がなした解雇が有
効かどうかは、さらに原告の欠勤の原因となつた逮捕勾留に関する事情を検討した
うえで判断することを要する。
　原告は、右勾留に違法であつたと主張するが、これを首肯するに足りる証拠はな
い。また、原告は、右勾留は、原告の意思によらない客観的障害であるから、これ
による欠勤は、原告の責に帰すべき事由に基づくものとはいえないと主張するが、
原告の逮捕勾留は、原告自身の戦車輸送阻止闘争という行為によるものであるから
（成立に争いがない甲第三号証によれば、勾留罪名は、道路交通法違反、往来防
害、威力業務防害であつたことが認められる。）、その責は原告にあり、したがつ
て、単純に、欠勤が原告の責に帰すべき事由に基づくものではないということはで
きない。
　しかし、本件の解雇理由は、欠勤の日数を問題とするものであるから、右解雇の
効力を論ずるには、勾留の日数につき考慮を払うことを要する。
　原告が昭和四七年一一月八日横浜市において米軍Ｍ四八型戦車輸送阻止闘争に参
加し逮捕勾留されたことは、当事者間に争いがなく、右争いがない事実に、前記甲
第三号証、成立に争いがない甲第二号証、第四ないし第六号証、原本の存在と成立
に争いがない同第九号証及び原告本人尋問の結果によれば、原告は、昭和四七年一
一月八日午後一一時頃、横浜市＜以下略＞先国道一六号線路上における、米軍相模
原補給しようから横浜港ノースピアへ輸送される米軍Ｍ四八型戦車の輸送阻止闘争
に参加し、その場で逮捕された後引き続き勾留され、同月三〇日往来妨害罪により
横浜地方裁判所に起訴されたこと、原告は右勾留に対し勾留取消請求をなしたとこ
ろ、担当裁判官は同年一二月二八日罪証隠滅の虞れがあるとして右請求を却下し、
その後原告の弁護人が保釈請求をなしたところ（その時期は、おそくても昭和四八
年二月五日以前である。）、同月九日右請求に対し、担当裁判官は罪証隠滅の虞れ
はあるが勾留日数は最少限度にとどめることが望ましいとなし、保証金額を金四〇
万円と定めて保釈許可決定をなし、同決定に対しては検察官から即日準抗告の申立
がなされたが、準抗告裁判所も、罪証隠滅の虞れはあるものの勾留がほぼ三か月に
なり相当長期に亘つているとして同月一二日準抗告申立を棄却したこと、原告の弁
護人が同月二〇日保釈保証金の納付方法変更の申請をなし、同月二二日前記金四〇
万円のうち金一〇万円については、原告の妻の保証書をもつて代えることが許可さ
れたこと、かくて原告は同日釈放されたこと、以上の事実を認めることができ、右
認定に反する証拠はない。
　思うに、原告が起訴された往来妨害罪（刑法一二四条一項）の法定刑は、二年以
下の懲役または二〇〇円以下（罰金等臨時措置法三条により四万円以下）の罰金で
あつて、例えば暴行罪（刑法二〇八条）の法定刑よりも軽い。一方、起訴が昭和四
七年一一月三〇日であつて、起訴前の逮捕勾留の日数が二二日、起訴後同四八年二
月七日（解雇理由とされた欠勤期間の末日）までの勾留日数が六九日であり、第一
回公判期日前に勾留更新が一回なされている。そして、原告本人尋問の結果によれ
ば、原告は、当初逮捕されて以来、自己の氏名、住居をはじめとして事案の内容に
至るまで完全黙秘の態度を示していたこと（もつとも、前記甲第二号証及び原告本
人尋問の結果によれば、原告は、昭和四七年一二月下旬勾留取消請求をする際に



は、自己の氏名を明らかにしていたことが窺われる。）、前記甲第二、第三号証に
よれば、前記勾留取消請求却下決定及び保釈許可決定において、右勾留にかかる被
疑事実は、多数の集団による組織的計画的犯行であり、原告は活動家として右組織
内でかなりの地位を占め積極的な役割を果した旨説示されていること、前示のとお
り、保釈許可決定及び準抗告棄却決定においてなお証拠隠滅の虞れはあるとされて
いること等によれば、原告が逮捕勾留されたこと、起訴後も前認定の経過で釈放に
より保釈されるまで勾留（その執行）が継続されてきたことは、現実問題として、
敢て異とするに足りないものである。しかし翻つて前記法定刑によつて窺われる往
来妨害罪の罪質の程度に照らし、直截に観察するならば、原告の起訴後の身柄拘束
の期間はやや長きに失したものとの感を免れない。前記甲第四号証によれば、右準
抗告棄却決定は、いみじくも次のように説示しているのである。いわく「しかしな
がら被告人の弁護人選任が著しく遅れたことに起因するとは言いながら被告人に対
する勾留は既にほぼ三ヶ月にもなるのであつて、本件が組織的計画的なものである
ことを考慮に入れてもなお本件往来妨害罪の法定刑等と比較するならば右勾留期間
は既に相当長期に亘つているといわなければならない。」と。しからば、どれだけ
の期間をもつて相当の期間とするかという問題に対しては、事の性質上、具体的確
定的な数字をもつて答えることはできない。しかし前認定によれば、原告の弁護人
により、昭和四八年二月五日以前に保釈請求がなされているのであるが、少なくと
も右二月五日（それは起訴後六七日目に当る。）の時点では、すでに身柄拘束の相
当期間を経過していたものということができるであろう。そして、原告は、右のよ
うに保釈請求をすることにより、勾留による身柄拘束から解放され、ひいて出勤可
能な状態になることへの意欲を示したのである。右に述べたような原告の勾留に関
する客観的及び主観的事情を考慮すれば、原告の欠勤が引き続き六〇日に及んだか
らといつて、規則二三条二号から生ずる解雇という結果をそのまま原告に帰せしめ
るのは相当でないというべきである。
　そうすると、被告が原告に対し右規則を適用してなした解雇は、その効力を生じ
ないものといわなければならない。
四　被告は、原告を解雇するに当り、特に原告の経歴詐称の事実及び日常の勤務状
況の劣悪さを考慮したと主張するので検討する。
１　証人ｅの証言によれば、原告の欠勤が昭和四八年一月七日をもつて暦日通算に
より六〇日に達したので、被告会社としては、規則二三条二号による解雇を検討し
たが、最初の事例ではあるし、解雇という重大な処分であるため慎重を期し、原告
の入社後の勤務状況等を調査することとしたこと、右調査の結果、原告が入社時に
申告した前歴が、実際のそれと異つていること及び原告は欠勤が多く計動課内では
勤怠が最も悪い位で、日常の仕事振りもよくないということになり、要出勤日の計
算でも、同年二月七日には欠勤が六〇日に達するので、原告が同日までに出勤しな
いようであれば、規則二三条二号により解雇せざるをえないと判断し、原告が右二
月七日の就業時間が終るまで出勤しなかつたため、本件解雇の意思表示をしたこと
が認められ、右認定に反する証拠はない。
２　成立に争いがない乙第一号証の一、二、第二号証の二、第三号証、証人ｆの証
言及び原告本人尋問の結果によれば、原告は、入社前被告に提出した履歴書、身上
調書、入社志望者調書に自己の経歴として、昭和四三年三月神奈川県立平塚工業高
等学校を卒業した後、同四五年六月まで家業（食堂経営）を手伝つていた旨記載し
ていたが、真実は、原告は、昭和四三年四月中川電機株式会社に入社し、同四四年
八月退社し、次いで同年一二月旭硝子株式会社に試採用となつたが、同四五年三月
本採用を拒否されたものであることが認められ、右認定に反する証拠はない。
３　被告主張の昭和四六年及び同四七年における原告の要出勤日、欠勤日数（内訳
日数を含む。）、遅刻回数及び早退回数の事実関係は、当事者間に争いがなく、証
人ｇの証言により真正に成立したことが認められる乙第一一号証の一、二及び同証
言によれば、原告の勤怠状況は、原告が背骨、目、鼻などを患つていることを考慮
しても、計動課員の中で悪い方の部類に属し、仕事の速度が遅く、熱意に欠けると
ころがあることが認められ、右認定を左右するに足りる証拠はない。
４　ところで、本件解雇は、被告が規則二三条二号に基づいてなしたものなのであ
るから、右解雇を相当ならしめる事由は、右解雇理由即ち六〇日の欠勤に関連する
事情の中に求められるのであるが、右２及び３の事情のごときは、右関連性が薄弱
であつて、本件解雇の理由を補強して解雇を相当ならしめるにはいまだ不十分とい
わなければならない。
五　右に説示したとおり、本件解雇は無効であるから、原告は被告会社の従業員た



る地位を有しているところ、証人ｆの証言及び原告本人尋問の結果によれば、原告
は、釈放後昭和四八年二月二六日から被告会社に就労を求めたが、拒否されたこと
が認められ、当時の原告の賃金が一か月金六六、三〇〇円（基準賃金五六、三〇〇
円、住宅手当金一〇、〇〇〇円の合計額）であつたこと、当月一日から月末までの
一か月分を毎月二五日支払う約であることは、当事者間に争いがない。原告は、昭
和四七年一一月九日から同四八年二月二二日までは逮捕勾留により同月二三日から
同月二五日までは自己の意思により、労務を提供しなかつたのであるから、その間
は賃金請求権がない。被告は、原告に対し、昭和四八年二月二六日以降原告が被告
の従業員として復職するまで一か月六六、三〇〇円の割合による賃金を毎月二五日
限り支払う義務がある。
六　原告の本訴請求中、従業員たる地位の確認を求める部分及び右支払義務がある
と説示した賃金の支払を求める部分は理由があるから認容し、その余の部分は理由
がないから棄却し、訴訟過用の負担について民事訴訟法九二条、仮執行の宣言につ
いて同法一九六条を各適用して、主文のとおり判決する。


